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船舶航路のV字 型掘削による波浪制御の適用性
に関する実験および数値解析

Feasibility Study on the Wave-Control Method using Navigation Channel with 

V-Shaped Cross Section

國 田 治1・ 由比 政年2・ 山崎純 一3・ 小 瀧伸也4・ 石 田 啓5

Osamu KUNITA, Masatoshi YUHI, Junichi YAMAZAKI, Shinya KOTAKI and Hajime ISHIDA 

A novel method is proposed to control the wave direction incoming to harbors. In this method, navigation channel to the 
port entrance is deeply dredged in V-shaped cross-section in order to disperse the wave directions. The channel 
alignment is parallel to the direction of incoming waves so that it has an effect to refract the waves like a concave lens. 
The typical length, width, and depth of the channel examined in this study are 1,000 m, 200 m, and 10 m, respectively. 
The applicability of the method is examined by means of laboratory experiments and numerical simulations. Both the 
experimental and numerical results have shown the remarkable effect of the proposed method in attenuating the 
incident waves to the port entrance.

1.は じ め に

船舶航路 ・泊地の静穏度を確保するための技術開発を

進めることは,海 岸 ・港湾工学の重要課題の一つである.

港 内静穏度を確保するために,港 湾設計に際 して,防 波

堤の最適配置が検討される.し かしながら,港 口部のみ

は船舶の通行のため締め切ることができない.こ のため

侵入波による擾乱が問題 となる場合 も少なくない.船 舶

の通行を阻害せずに,波 の進入を防ぐ方法 として,空 気

防波堤,エ アバルーン連結防波堤,液 状化地盤防波堤,

海底フラップなどが考案 されてきた.し か しなが ら,そ

の効果,耐 久性,コ ス ト,施 工性などの面で何 らかの解

決すべ き課題があ り,実 用化には至 っていない,

これに対 し,海 底地盤を局所的に掘削 し,周 囲より水

深が深 くなるように海底地形を改変すれば,凹 レンズ型

の屈折効果により波向きが発散 され,背 後域の波高を低

減することが原理的に可能となる.こ の種の掘削型地形

改変による波浪制御は,船 舶の航行性を損なうことがな

いため,港 湾開口部からの入射波を低減 し,港 湾設計の

自由度を拡張するための新 しい手法として期待で きる.

こ うした観点から,本 研究では,船 舶航路 をV字 型

に深 く掘削することで波向きを制御 し,航 路 ・泊地での

波高を低減 させて静穏化を図る工法(図-1参 照.以 下,

V字 チ ャンネル工法 と表示)を 提示 し,そ の適用性 に

関 して,実 験的 ・数値的な基礎検討を実施する.

2.海 底 地形改変 による波 浪制御 に関す る既往 の

研究

海底地形を改変することで,波 の進行方向を制御 しよ

うとする試みは,従 来か ら進められてきた.そ の代表的

なものは,海 底地形 に浅瀬部分を設け,凸 レンズ型の屈

折効果で波浪を集中させることで海浜の安定化を図る波

向 き制御 法であ る(例 えば,後 野 ら,1990;武 若 ら,

1994;鈴 木 ら,1995).こ の ような浅瀬部分の形成によ

る地形改変を港湾域へ適用する際には,船 舶航行の障害

となることが懸念される.一 方,掘 削型地形改変による

波浪制御に関する研究は,局 所的な トレンチ溝の設置効

果,お よび,航 路の影響に着目したものに大別される.

海底地盤上に トレンチを掘削 した場合の波浪変形につ

いては,Lee・Ayer(1981),Williams(1990)等 に より基

礎検討が実施 されて きた.航 路 ・泊地での静穏化効果に

ついては,McDouga1ら(1996),中 村 ・竹本(2001)に 報

告 されている.ま た,関 連した事例 として,建 設用骨材

や養浜材を確保するために沖合を掘削することで,副 作

用的に波向きの変化が生じ,汀 線形状に大 きな影響を与

え得ることが報告されている(Horikawaら,1977;宇

図-1V字 型航路掘削による波浪制御の概念図
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多 ら,1985;Combe・Soileau,1987;Demirら,2004).

航路掘削による波向きの変化に着 目した研究は比較的

少 ない.Zwamborn・Grieve(1974)は,南 ア フリカ共

和国リチャーズベイ港の港湾計画策定にあたり,現 地を

模擬した水理模型実験および波向線法 による解析に基づ

いて,台 形状に掘削された航路と港内静穏度 との関係に

ついて事例検討を行った.そ の結果,航 路に対 して平行

に近い角度で入射する波は,屈 折効果により側方へ と発

散 され,顕 著な静穏化効果が確認 された.一 方,屈 折変

形の臨界角付近で入射する波に対 しては,台 形航路の側

方斜面付近で波が トラップされ,波 高が増幅する場合が

あ ること も指摘 された(Zwamborn・Grieve,1974).

この点については,他 の研究にも同様の報告がある(Li

ら,2000;Beltramiら,2003).リ チ ャーズベイ港にお

ける,こ の問題の対処 法を探 るために,Zwamborn・

Grieve(1974)は,航 路形状や防波堤配置に関する検討

を行った.そ の一つとして,彼 らは,港 口近傍の一部区

間で航路をV字 状に掘削する案に言及 している.水 理

実験結果か ら,V字 型 断面 は有効 と推定 されたが,そ

の検討は,体 系的な解析に基づいたものではなく,特 定

港湾に対する一事例検討の域に留まっている.こ れに対

し,本 研究は,航 路の持つ屈折効果を最大限に活用でき

るよう,V字 型航路 と防波堤の最適配置 を目指 した体

系的な解析を実施し,港 内静穏化手法 として,掘 削型地

形改変を能動的に活用することを志向するものである.

3.V字 断 面型航路掘削の代表諸元 に関 する検 討

船舶航路を深 く掘削することでもたらされる波浪制御

効果を把握するために,放 物型近似された線形緩勾配方

程式(Berkoff,1972;Radder,1979)に 対 す る数値モ

デル(土 木学会,1999)を 用 いて,必 要な航路幅,長 さ,

掘削深について検討 した.こ こでは,一 様水深(10m)

の 地形上に,V字 状お よび台形状断面(図-2)を 持 つ

航路を配置し,航 路に平行に規則波を入射 させて,屈 折

特性や波高減衰効果を検討 した.こ こで,V字 型 掘削

の全幅を200m,最 大深 さを20m(周 辺水深+10mの

掘 削)と 設定 した.台 形型航路は,V字 型 航路の横 断

面を鉛直位置Z=-15mで カ ットして台形にしたもの

である.V字 型 断面の最大掘削深 は,台 形断面の2倍

であるが,必 要な掘削量は,台 形断面の4/3倍 となる.

計算結果の一例 として,波 高増幅率の空間分布を図-3

(a)に示 す.図 の上側がV字 型航路,下 側が台形航路に

対応する.破 線内部が掘削部分である.ま た,図 中の濃

淡の濃い部分が減衰の顕著な領域 を表している。この図

より,航 路部分に入射 した波は,水 深の変化により屈折

し,す みやかに側方へ と波向きを変化させることがわか

る.そ の結果,航 路部分では波高が急激に減衰していく.

一方
,航 路の側方部,す なわち,中 央部か ら屈折してき

た波 と沖から直進 してきた波 とが重ね合わされる領域で

は,波 高 が増 幅 され る.こ う した定性 的 な傾 向はV

字 ・台形両断面形状に共通であるが,定 量的な減衰効果

はV字 断面の方が顕著である.入 射波周期を10～14

秒 の範囲で変化させた場合にも,同 様の結果が得られた.

なお,定 量的には,周 期(波 長)の 長い波ほど,屈 折効

果がより顕著に発揮される傾向となる.

図-3(b)は,航 路中央部における波高減衰の様子を示

している.航 路 をV字 状 に掘削 した場合,所 定の減衰

効果を得るために必要な距離 として,こ の条件下では,

入射波高を50%,20%ま で低減するために,そ れぞれ,

(a)V字 断面型航路

(b)台 形断面型航路

図-2航 路断面(沿 岸方向)の 設定

(a)波 高増幅率の平面分布

(b)航 路中央部における波高の岸沖方向変化

図-3緩 勾 配方程式に基づ く解析結果

(規則波,周 期12s,構 造物なし)
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300m(深 海 波長の約1.4倍)お よび500m(同 約2.2

倍)程 度の航路長確保が必要 という結果となった.

一般に
,港 の進入航路の長さは,船 舶のス トッピング

ディスタンスを確保できるよう計画される.ス トッピン

グディスタンスは,通 常,船 長の5倍 程度とされ,重 量

トン数6万dwt,船 長250m級 の船舶であれば1250m

程度 の航路長が確保 される.し たがって,航 路沖合部か

らV字 型掘削を開始することにより,標 準的な航路設

定長の範囲内で,充 分な波高低減効果を期待で きる.

4.規 則 波 に対 す る水理実験

前節の結果を踏まえて,V字 型 航路を有す る港湾模

型を作成 し,規 則波 に対する平面2次 元水理実験を実施

して,V字 型 掘削 による波向き制御の有効性や港内波

高の低減効果について検討 した.

実験にあたっては,現 地スケールを1/196に 縮小 して

港湾模型 を作成 し(図-4),北 陸電力(株)技 術開発・環境

保全センターの平面2次 元水槽(全 長24.2m,全 幅17

m)に 設 置して計測を行った.容 量式波高計による計測

点位置(計171点)を図-5に 示 す.模 型水平部の レベ

ル誤差は ±1mm以 下 となるよう調整 した.防 波堤 には

コンクリー トブロックを使用 し,越 波 しない高さに設定

した.V字 型 航路 は港湾模型の中央に配置され,V字

部分の全幅,全 長,最 大水深は,現 地換算値で,そ れぞ

れ,180m,1250m,23m(周 辺部から9m掘 削)に 相

当する.な お,模 型前面部には約1/6勾 配の斜面が存在

し,そ の途中からV字 型溝が設置 されている.斜 面沖

側の水深 は,46m相 当 である.入 射波 として,荒 天時

の周期の長い波 を想定 し,現 地換算周期14s,波 向 きを

航路部と平行 とした.入 射波は,模 型前面の斜面で浅水

変形 し,法 肩部で砕波 した後 に港湾部(水 深14m相

当)へ 入射する.ま た,比 較のため,中 央部に航路を設

置せず,水 平床 とした場合の計測を合わせて行った。

図-6は,港 内波高分布 に着目し,航 路部分に平行 に

取った断面上での波高分布 を比較 したものである.中 心

軸上(Ch5)で は,航 路部分を波が進行するにつれて屈

折効果が発揮され,波 高が低減される効果が確認できる.

また,屈 折効果により,中 央部で最 も波高が小 さく,側

方で大きくなる.こ れは,航 路を設置せず水平床 とした

場合に,中 央部で波高が大 きくなることと対照的である.

V字 チ ャンネルの有無による,波 高分布の変化を比較

した例を図-7(a)に 示す.中 心軸に関して対称位置にある

波高計の値を平均 し,上 側にV字 チャンネルを設置 した

場合,下 側に設置 しない場合の結果を対比 して示 した.

中心軸上を取り上げて比較 したものが図-7(b)で ある.こ

れ らの図か ら,V字 チ ャンネルの有無 による波高分布の

違いや,中 心軸上での静穏化効果などが確認できる.

図- 4実 験装置および港湾模型の概要

図-5港 内波高分布の計測位置

図-6港 内波高分布の計測値

(a)港 内における空間波高分布

(b)港 内 中央部における波高分布

図-7V字 チャンネルの有無による波高分布の比較
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図-8二 重防波堤配置の場合の波高分布

図- 9斜 め入射の場合の波高分布(入 射角10度)

さ らに,防 波堤を二重配置した場合や,規 則波 を斜め

入射 させた場合について実験を行った.そ の結果の一部

を図-8,9に 示 す.予 想 される通 り,防 波堤を二重にした

場合,岸 側防波堤背後での静穏化効果はより顕著となる.

ただし,岸 側防波堤前面では,重 複波が形成 され,沖 側

防波堤のみの場合 と比べて波高が増大する.こ のため,

岸側の防波堤で反射する屈折波を適切 に処置できるよう

な配置 ・方策を考案する必要がある.図-9に 示 す斜め入

射の場合においても,航 路内で波高が大きく増加するこ

とはなかった.こ の点は,Zwamborn・Grieve(1974)の 結

果 と整合する.今 後,港 口部までの航路長や入射角を変

化させてより詳細な確認を実施する予定である.

5.規 則 波 ・孤立波 に対す る数値解析

続いて,拡 張型ブジネスクモデル(Nwogu,1993)に 基

づ く数値計算を行った.解 析 に用いた数値スキームは,

ス タガー ド格子に対 して,Wei・Kirby(1995)の 高次精

度解法を適用 し,さ らに,差 分近似の互換性と保存性を

両立させるよう非線形項の扱いを改良(梶 島,1999)し

たものである.計 算に用いた海底地形を図-10に 示す.な

お,図-10以 降の3次 元図では,鉛 直方向スケールを拡大

して表示 している.水 平部分の水深は,沖 側で20m,岸

側 で10mで あ り,こ の間を1/50勾 配 の一様斜面で接続

した.中 央部に幅200m,深 さ10mのV字 型航路を配置

し,港 湾部では,波 の入射方向と直角に防波堤を設置 し

た.防 波堤の開口幅Bは,250mと した.航 路の開始位

置は,防 波堤位置か ら沖側に向かって1000mの 地点であ

る.計 算格子幅は5.0m,時 間刻み幅は,0.1sと した.

図-11に,規 則波(造 波波高1,0m,周 期12,0s)に

対 する解析結果の例を示す,波 が進行するにしたがって,

航 路部分での屈折により側方へ と波が屈曲し,中 央部が

静穏化される様子が確認できる.な お,屈 折波の反射に

より防波堤前面で波高が局所的に増大する箇所が現れる.

波 浪の屈折 を基本原理とするV字 チャンネル工法 自身

には,入 射波浪のエネルギー総量を減衰させる効果はな

い.こ のため静穏化領域 を形成する代償として,波 高が

増幅する領域が現れる.こ の点は,屈 折系の波浪制御手

法 に共通の課題であ り,別 途対応が必要である.

図-12は,防 波堤の開口幅Bを 変化させて,防 波堤前

面および港内中央部での波高分布への影響を検討した例

である.な お,比 較のため,V字 チ ャンネルを設置しない

ケースも破線で表示 した.V字 チ ャンネルを設置 した場

図-10計 算 に用いた海底地形

図-11規 則波に対する数値解析結果(水面変位の空間分布)

図- 12防 波堤開口幅による波高分布の変化
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図-13孤 立波に対する数値解析結果(水面変位の空間分布)

合,今 回の条件下では,開 口幅をチャンネル幅の2倍 と

した場合でも港内が効果的に静穏化されている.た だし,

許容される開口幅の最大値 は,屈 折波の港内進入 を許さ

ない範囲であ り,V字 チ ャンネルの長さ,深 さ,幅 や入

射波長に応 じて,ケ ースごとに設定する必要がある.

図-13に は,孤 立波(造 波振幅1.0m)に 対 する解析

結果の例 を示す.規 則波の場合 と同様,屈 折効果により

航路部分が静穏化 されている様子が確認できる.

6.お わ り に

本研究では,船 舶航路 をV字 型 に掘削 して波向 きを

制御することで航路 ・泊地の静穏化を図る工法を提示 し,

そ の適用性に関して,実 験的 ・数値的な基礎検討 を実施

した.検 討の結果,本 工法によ り,港 湾開口部か らの侵

入波を効果的に低減できることが確認 された.

この波浪制御法は,航 路海底部を深 く掘削するだけで

あ り,船 舶航行の障害 とならない.ま た,波 の進入方向

に向けて航路を作 ることが可能 となるため,船 舶は横波

を受けずに入港できる.コ ス ト的な面に関 しても,Kuni-

taら(2006)の 初期検討によれば,海 岸構造物の建設より

有利 となる.今 後,広 範な条件下での波浪制御効果やフ

レネル型レンズを模擬 した非対称掘削の有効性,航 路埋

没対策 としての効果,さ らには,維 持管理手法,周 辺水

環境への影響等について,研 究を進めていく予定である。
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